
完了検査

123

完了検査の改正点

124

詳細
P-152



完了検査の流れ

125

※鳥取県福祉のまちづくり条例の対象となる建物は、敷地内通路の完了検査も検
査の対象になりますので、外構工事が終わってからでないと完了検査の申請が受
付できません。

※鳥取県での中間検査の対象は、一定規模以上の特殊建築物で、特定工程がある
ものが対象ですので、木造一戸建てなどの小規模なものは対象外です。

詳細
P-153

完了検査の申請書類

126

省エネ適判の申請と完了検査申請が同一審査機関であれば、添付不要
仕様規定の場合も不要

詳細
P-153



完了検査の申請書類
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詳細
P-154

完了検査の申請書類
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詳細
P-154、155



完了検査の申請書類

129

共通事項
*１ 施行結果報告書：鳥取県では様式等定めていません。
*２ 工事写真：完了検査時に現地で直接確認を受けることのできない部位を確認できる様に、工事写真を撮

影・整理して、完了検査時に検査員に審査を受けて下さい。
基礎配筋、筋交い金物、断熱材等の隠ぺい部分や途中工程などの写真を必ず撮影・整理してくだ
さい。

詳細
P-155

完了検査の申請書類

130

詳細
P-156



完了検査の申請書類

131

詳細
P-157

完了検査の申請書類

132

※隠ぺい部分や途中工程などの写真を必ず撮影・整理してください。

詳細
P-158



完了検査の申請書類
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詳細
P-158

Q＆A

134



Q＆A抜粋
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詳細
P-167

Q＆A抜粋

136

詳細
P-167,168



質疑応答集 抜粋
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脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等
の一部を改正する法律（令和４年法律第69 号）に係る質疑応答集
https://www.mlit.go.jp/common/001757573.pdf

答問
一般的には「杭打ち工事」「地盤改良工事」「山留め
工事」又は「根切り工事」に係る工事が開始された時
点です。

工事の着手の時点とはどの時点か。１

完了検査申請書 第三面「６．工事着手年月日」で確
認することが考えられます。

完了検査等の際に建築主事等はどのように着工日
を確認するのか。

２

法第６条第４項に規定する建築主事が審査する期
間は35 日以内となります。なお、指定確認検査機
関については、従前どおり規定されておりません。

改正後に旧４号建築物から新２号建築物になる建築
物を確認申請する際の確認済証交付までの期間は
どのようになるか。

３

完了検査申請書として工事写真の添付は必要あり
ませんが、書類検査として現地で直接確認を受ける
ことのできない部分を確認するため、工事写真等の
確認を行いますので、工事写真を撮影・整理してく
ださい。なお、規則第４条第１項第６号に規定する特
定行政庁が定める書類等として定められている場
合は添付が必要となります。

旧４号建築物から新２号建築物となる建築物につい
て、完了検査申請書として工事写真の添付は必要か。

４

貴見のとおりです。新２号建築物の新築に関する計画で、同一敷地内の
既存住宅の解体が計画に含まれている場合、工事完
了（既存住宅の解体）前に新２号建築物を使用するに
は仮使用認定が必要か。

５

検査済証の交付を受けるまでの建築物の使用制限
は適用されません。

法施行日前に着工した旧４号から新２号となる建築
物が法施行日以降に完了した場合、改正法第７条の
６に基づく検査済証の交付を受けるまでの建築物の
使用制限の規定が適用されるか。

６

Q＆A抜粋

138



Q＆A抜粋
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答問

算定式により必要壁量の算定に用いる床面積に乗
ずる値を算出すると、特に荷重の大きい建築物を
除き、多くの場合、２割から３割程度増加する傾向
にあります。
一方、存在壁量に算定することが可能となる準耐力
壁等の壁量は、耐力壁の壁量の３割程度存在すると
されており、構造安全上の余裕が見込まれる場合に
は、見直し後の基準において必要とされる耐震性が
確認できるものと考えています。

必要壁量は従前の「軽い屋根」「重い屋根」に比べ
て、どの程度増えるのか。

7

建築基準法上は耐力壁の幅に関する規定はありま
せん。なお、「木造軸組工法住宅の許容応力度設計
（2017 年版）」では、筋かい耐力壁の幅は 90cm 
以上、面材耐力壁の幅は60cm 以上と記載されて
います。

筋かい耐力壁、面材耐力壁の幅の最小値はあるか。8

構造耐力上主要な部分である仕口等の構造方法の
審査のため必要です。

構造詳細図（継手及び仕口の構造方法）の添付は
必要か。

9

表計算ツールにおける想定荷重をツール内で公開
しております。表計算ツールを利用される際には、
想定荷重と実際の仕様を比較の上、安全側となる
仕様を選択下さい。

表計算ツールにおいて、外壁の仕様と実際の仕様
が異なる場合にはどのように対応すべきか。

10

構造関係

Q＆A抜粋

140

答問

窯業系サイディングは「サイディング」、金属サイディ
ングは「金属板張」を選択してください。

表計算ツールで選択する「サイディング」とは、窯業
系サイディングと金属サイディングの両方が該当す
るのか。

１１

表計算ツールでは必要最小径を算定できるため、
加工後の柱の小径が必要最小径以上であることを
確認して下さい。

柱の小径について、柱を加工する場合は考慮不
要か。

12

建築確認手数料は確認申請を受け付ける各自治体
や審査機関において設定ています。

本改正に伴い、建築確認手数料の見直しが行わ
れるのか。

13

構造関係

審査項目が増えるため、全国的に手数料の見直
しがされています。



Q＆A抜粋
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答問

屋根ふき材の材料にかかわらず、屋根ふき材のみ
の改修 を行う行為は、大規模の修繕・大規模の模
様替には該当しないため、確認申請は不要です。 そ
の際、当該改修後の建築物が構造耐力上安全であ
るこ とが明らかな場合には、再度、壁量計算や耐震
診断等を 行う必要はなく、構造耐力上安全である
ことが明らかで ない場合には、壁量計算や耐震診
断等により安全性の確 認が必要です。

改正後は、木造２階建て住宅等の屋根の瓦を金属
に葺き替える場合、確認申請が必要になるのか。

14

過半の判断は、壁にあっては、その総面積に占める
割合、屋根にあっては、それぞれの総水平投影面積
に占める割合により判断します。

外壁又は屋根について行う修繕又は模様替が過半
に該当するかの判断は何によるのか。

15

貴見のとおりです。階段が１箇所の場合、階段の修繕又は模様替は大
規模の修繕又は大規模の模様替にあたると
解してよいか。

16

建築確認時に、検査済証又は既存の建築物の状況
の確認が必要です。なお、既存部分の調査方法等の
参考となる 「２階建て木造一戸建て住宅等を対象
とした建築基準法 適合状況調査のためのガイドラ
イン」を国で作成する予定ですので、そちらを参考
にしてください。

新２号建築物で増改築、大規模の修繕・大規模 の
模様替を行う場合、新築時の検査済証が必要か。

17

大規模な修繕・模様替え関係

国の技術助言のとおり、対象外の行為がありま
す。

【参考】サポートセンターの開設

142



サポートセンターの開設予定

143

都道府県単位で建築士の個別サポートを行うサポートセンターを開設し、建築士等の相
談者からの求めに応じて、サポート員が個別サポートを行う。

144

■ 鳥取県建築住宅検査センターのサポート窓口の設置

・設計者でも安心して相談できるよう、国補助事業により、県内の指定確認検査機関で
ある「鳥取県建築住宅検査センター」内にサポート窓口を設置する予定です。

・開設時期が確定しましたらHPでお知らせします。（１１月から開始予定）

【参考：鳥取県建築住宅検査センターにおけるサポート体制】

サポートセンターの開設予定



（参考）改正建築物省エネ法の円滑施行に向けて、国が制度・省エネ基準や設計・工事
監理に関する問合せ窓口。

【国のサポート窓口】

145

（参考資料） 確認申請図書を作成する前に

146



確認申請の前の準備①

147

■計画敷地の要件等を確認

計画敷地で様々な制限があります。必ず建設地の市町村や特定行政庁に確認しま
しょう。

【鳥取県全域】
災害危険区域、レッド区域、がけ、伝建地区、景観形成区域 等

【都市計画区域内】
用途地域、市街化調整区域、防火・準防火地域、２２条地域、都市計画施設、事業認可区
域 等

【都市計画区域外】
知事等が定める要確認区域

確認申請の前の準備②

148

■計画敷地の要件等を確認

●用途地域
・用途規制がかかる。住宅が建てれない地域もある。兼用住宅を建築する場合は、非住
宅部分に規制がかかる場合がある。

●市街化調整区域
・建築に制限があり、開発行為の許可等を事前に行う必要がある。

●都市計画施設等の区域（都市計画法第５３条関係）
・建物の位置が道路、公園、下水道その他の都市計画施設の区域内に計画されている
場合は、建築確認申請に先立ち都市計画法５３条の規定による市町村長の許可が必
要となる。

・敷地が都市計画施設（主に都市計画道路、公園等）の区域にかかっている場合は当該
区域を配置図に明示し、許可番号を記載する。

●事業認可区域（都市計画法第６５条関係）
・都市計画事業の認可を受けた区域内で都市計画事業に支障がある建築等を行う場
合は都市計画法第６５条の規定による市町村長の許可が必要。

●区画整理事業施行地区（土地区画整理法第７６条関係）
・土地区画整理事業施行区域内で建築を行う場合は、土地区画整理法第７６条の規定
による許可が必要。



確認申請の前の準備③
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■計画敷地の要件等を確認

●下水処理区域
・原則公共下水道への接続が必要。

●自然公園法第２０条による特別区域
・特別地域内で建築等の行為をする場合、許可が必要。

●景観法第１６条による景観形成重点区域
・景観計画に適合した色彩等の計画とし、着工の３０日前までに届出が必要。

●占用許可
・敷地と前面道路との間に水路や敷地内に赤線がある場合は、市町村長の法定外公共
物占用許可が必要。

●地区計画
・敷地が都市計画法第１２条の５による区域内にある場合は計画に適合する必要あり、
市町村長への届出が必要。

●鳥取県屋外広告物条例第３条の許可
・屋外広告物条例第３条の規定により、同条に定める区域に広告物を表示する場合は同
条の規定による市町村長の許可を受ける必要がある。

●その他規制区域（伝統的建造物群保存地区、海岸・河川法、急傾斜地崩壊危険区域）
・伝統的建造物群保存地区の場合、市町長に手続きが必要。
・港湾区域、漁港区域では建物の用途規制がかかる場合があり、管理者の許可が必要。

＜参考＞がけの規制

150

■「災害危険区域」「がけの付近の建築物」「レッド区域」の建築について

１）災害危険区域（県条例３条 許可）
・建築基準法第39条及び鳥取県建築基準法施行条例に基づき、関係市町村長の意見
を聞いて災害危険区域を指定

・災害危険区域内では、住宅の用に供する建築物の建築を制限
・「急傾斜地崩壊防止工事の施工済箇所」や「法に規定された構造方法等を用いて建築
されている場合」並びに「特定行政庁が建築物の構造もしくは敷地の状況又は災害を
防止すための措置の状況により安全上支障がないと認めて許可した場合」は建築で
きる。

・災害危険区域内に建築する場合は許可が必要で、この許可は建築確認申請の前に行
うこと。
※災害危険区域の確認は県の「とっとりWEBマップ」で確認できます。

２）がけ付近の建築物（条例４条 認定）
・鳥取県建築基準法施行条例第４条により、高さが２ｍを超えるがけの上又は下に建
築物を建築する場合において、「当該建築物の位置ががけの付近にあるときは、擁壁
を設けなければならない。ただし、「急傾斜地崩壊防止工事の施工済箇所」や「法に規
定された構造方法等を用いて建築されている場合」並びに「特定行政庁が建築物の
構造若しくはがけの状況又はがけの崩壊を防止すための措置の状況により安全上支
障がないと認定した場合」は建築できると規定されており、がけの付近で擁壁が設け
られない場合には、原則的に災害危険区域内と同様に認定が必要。



＜参考＞がけの規制
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３）レッド区域（イエロー区域は関係しない）
・土砂法に基づき、県が指定した土砂災害特別警戒区域で県内各地にあります。
土砂災害特別警戒区域に指定されると、以下のように一定の制限がかかります。
・住宅宅地分譲地、社会福祉施設などの特定の開発行為に対する許可が必要
・レッド区域内で住宅の建替え等を行う場合に、壁や基礎を強化するなど構造に規制
・都市計画区域外で確認申請がいらない新３号建築物も敷地の半分以上がレッド区域
である土地で、建築物がレッド区域内にある場合は、建築物の建替え等に建築確認が
必要

※レッド区域の確認については「とっとりWEBマップ」で確認できます。

＜参考＞がけの規制

152

■がけに関する建築規制のイメージ図

※災害危険区域（知事が定めた区域）＝急傾斜地崩壊区域（急傾斜地法） ≠ レッド・
イエロー区域（土砂災害防止法）



確認申請の前の準備④
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■建築基準法上の道路と建物の関係
建築基準法では「道路」という単語を厳格に定義しており、建築基準法第４２条に規定する各

種の道路を指します。以下が、建築基準法上の道路です。

建築基準法上の道路（都市計画区域内に限り適用になる）
内容呼称法令

国道、県道、市道などの道路法により築造された幅員4m以上道路1号道路法第42条1項1号

都市計画法、土地区画整理法などにより築造された道路2号道路法第42条1項2号

建基法の適用及び都市計画区域に指定される以前から存在した幅員4m以上の道既存道路法第42条1項3号

事業執行が予定され、特定行政庁が認めた道路計画道路法第42条1項4号

政令で定める基準に適合した道で、特定行政庁から道路位置指定を受けた道路位置指定道路法第42条1項5号

建築基準法の適用及び都市計画区域に指定される以前から存在した幅員4m未満の道2項道路（みなし道路）法第42条2項

土地の状況により幅員4m未満で特定行政庁が指定した道（岩美町田後）3項道路法第42条3項

6m区域内の特定行政庁が認めた道4項道路法第42条4項

6m区域指定時に現に存していた道で幅員4m未満の道5項道路法第42条5項

幅員1.8m未満の2項道路 ※建築審査会の同意が必要6項道路法第42条6項

４ｍ以上の道であっても、上記に当てはまらないもの（例えば農道、港湾管理道）は建築基準法上の「道路」では
ありません。ただし、建築確認申請の前に特定行政庁が認定もしくは許可すれば接道としてみなせる場合があり
ます。

特定行政庁が指定した区域
（県内にはない）

確認申請の前の準備⑤
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■建築物の敷地と道路との関係

建築物の敷地は、一般通行のほか避難上または消防上などで支障がないよう有効に
道路に接していなければなりません。建築基準法では、原則として建築物の敷地は道
路に２ｍ以上（特殊建築物は３ｍ以上）接する（「接道」といいます。）ように定められて
います。
次のような場合は、接道しているとはいえません。

道路と敷地の間に水路等がある場合
次のような場合は、橋などで避難上有効に道路と接する
必要があます。橋などを設置するのに水路部分の管理者
の承諾を得る必要があります。また、水路を占用している
ので、占用許可が必要になります。



確認申請の前の準備⑥
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■建築基準法の道路幅員の考え方

道路幅員に含まれるもの ※電柱・ガードレールはないものと考える

道路幅員の内外工作物等

含む（蓋の有無には関係なし）側溝（Ｕ型、Ｌ型）

含む歩道

含まない法敷き

含まない水路

確認申請の前の準備⑦
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■鳥取県の取扱いなどを掲載したHP

とりネットの住宅政策課の「建築基準法」のページをご覧ください。
https://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=47398

取り扱いはこちらからご覧ください。

県内の申請窓口はこちらからご覧ください。


